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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の製造ツールおよび複数の検査または計測ツールと電子通信するインタフェースと
、
　前記インタフェースと電子通信するプロセス制御ユニットと、
　を備え、前記プロセス制御ユニットが、
　　前記複数の製造ツールおよび前記複数の検査または計測ツールから、前記製造ツール
を使用して製造された１つ以上のデバイスの測定値を含む生産データを受け取り、
　　前記複数の検査または計測ツールの平均値間の変動の標準偏差であるツール間標準偏
差およびプロセスの全変動の標準偏差である全標準偏差を推定するために、統計的検定と
しての分散成分分析を、前記生産データに対して実行し、
　　前記生産データに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出し、
　　製造ステップ毎のＴＭＵを比較し、
　　前記生産データについてのＴＭＵ管理限界影響（ＣＬＩ）を算出し、ＴＭＵ　ＣＬＩ
が、全プロセスの標準偏差および測定標準偏差に基づき管理限界幅についての測定不確か
さの影響を表し、
　　製造ステップ毎のＴＭＵ　ＣＬＩを比較し、
　　前記製造ツールの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少なくとも１
つの設定を、ＴＭＵによる前記製造ステップの前記比較およびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記
製造ステップの前記比較に基づき決定し、
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　　前記製造ツールの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少なくとも１
つの前記設定を、ＴＭＵによる前記製造ステップの前記比較およびＴＭＵ　ＣＬＩによる
前記製造ステップの前記比較に基づき調整する命令を送信する、
　　ように構成され、
　前記プロセス制御ユニットが、ＴＭＵによる前記製造ステップのリストを記憶するよう
に構成された電子データ記憶ユニットを備える、システム。
【請求項２】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記プロセス制御ユニットが、
　処理装置と、
　前記処理装置および前記電子データ記憶ユニットと電子通信する通信ポートと、
　を含む、システム。
【請求項３】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記デバイスが半導体ウェーハである、システム。
【請求項４】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記プロセス制御ユニットがさらに、
　前記製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは前記検査または計測ツールのうちの
１つの検査または計測ツールからテストビークルに対する測定データを受け取り、
　精度の標準偏差を推定するために、前記分散成分分析を、前記測定データに対して実行
し、
　精度に関するＴＭＵ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬＩおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩ
を算出し、
　前記測定データ毎のＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩを比較する
　ように構成される、システム。
【請求項５】
　請求項４に記載のシステムであって、
　前記プロセス制御ユニットがさらに、前記測定データの前記比較に基づいて、前記製造
ツールの１つまたは前記検査または計測ツールの１つを調整するように構成される、シス
テム。
【請求項６】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記インタフェースがセキュアードサーバである、システム。
【請求項７】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記プロセス制御ユニットがさらに、
　連続的に前記分散成分分析を実行し、
　前記ＴＭＵを算出し、
　前記製造ステップ毎のＴＭＵを比較する、
ように構成される、システム。
【請求項８】
　請求項１に記載のシステムであって、
　前記プロセス制御ユニットがさらに、
　前記製造ツールの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少なくとも１つ
の前記設定を、ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の前記比較に基づ
き調整する、
　ように構成される、システム。
【請求項９】
　複数の製造ツールおよび複数の検査または計測ツールから、前記製造ツールを使用して
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製造された１つ以上のデバイスの測定値を含む生産データを、処理装置において受け取る
ことと、
　前記処理装置を使用して、前記複数の検査または計測ツールの平均値間の変動の標準偏
差であるツール間標準偏差およびプロセスの全変動の標準偏差である全標準偏差を推定す
るために、統計的検定としての分散成分分析を、前記生産データに対して実行することと
、
　前記処理装置を使用して、前記生産データに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出す
ることと、
　前記処理装置を使用して、製造ステップ毎にＴＭＵを比較することと、
　前記処理装置を使用して、前記生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（ＣＬＩ）を算
出し、ＴＭＵ　ＣＬＩが、全プロセスの標準偏差および測定標準偏差に基づき管理限界幅
についての測定不確かさの影響を表し、
　前記処理装置を使用して、製造ステップ毎にＴＭＵ　ＣＬＩを比較することと、
　前記処理装置を使用して、ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の前
記比較に基づいて、前記製造ツールのうちの少なくとも１つの製造ツールあるいは前記検
査または計測ツールのうちの少なくとも１つの検査または計測ツールについての設定を決
めることと、
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の比較に基づき、前記処理装置
を使用して、前記製造ツールの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少な
くとも１つの前記設定を調整する命令を送信すること、
　を含む、方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の方法であって、
　前記デバイスが半導体ウェーハである、方法。
【請求項１１】
　請求項９に記載の方法であって、
　前記製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは前記検査または計測ツールのうちの
１つの検査または計測ツールからテストビークルに対する測定データを、前記処理装置に
おいて受け取ることと、
　前記処理装置を使用して、精度の標準偏差を推定するための前記分散成分分析を、前記
測定データに対して実行することと、
　前記処理装置を使用して、精度に関するＴＭＵ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬ
Ｉおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩを算出することと、
　前記処理装置を使用して、前記測定データ毎のＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩを比較する
こと、
　をさらに含む、方法。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の方法であって、
　前記測定データの前記比較に基づいて、前記製造ツールの１つまたは前記検査または計
測ツールの１つを調整することをさらに含む、方法。
【請求項１３】
　請求項９に記載の方法であって、
　前記分散成分分析を実行すること、前記ＴＭＵを算出すること、および前記製造ステッ
プ毎にＴＭＵを比較することが連続的に実行される、方法。
【請求項１４】
　請求項９に記載の方法であって、
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の比較に基づき、前記処理装置
を使用して、前記製造ツールの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少な
くとも１つの前記設定を調整すること、
　をさらに含む方法。
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【請求項１５】
　非一時的コンピュータ可読記憶媒体であって、
　複数の製造ツールおよび複数の検査または計測ツールからの生産データに対して統計的
検定としての分散成分分析を実行するステップであり、前記生産データが、前記製造ツー
ルを使用して製造された１つ以上のデバイスの測定値を含み、前記分散成分分析が、前記
複数の検査または計測ツールの平均値間の変動の標準偏差であるツール間標準偏差および
プロセスの全変動の標準偏差である全標準偏差を推定する、ステップと、
　前記生産データに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出するステップと、
　製造ステップ毎にＴＭＵを比較するステップと、
　前記生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（ＣＬＩ）を算出し、ＴＭＵ　ＣＬＩが、
全プロセスの標準偏差および測定標準偏差に基づき管理限界幅についての測定不確かさを
表すステップと、
　製造ステップ毎にＴＭＵ　ＣＬＩを比較するステップと、
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の前記比較に基づいて、前記製
造ツールのうちの少なくとも１つの製造ツールあるいは前記検査または計測ツールのうち
の少なくとも１つの検査または計測ツールについての設定を決めるステップと、
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の比較に基づき、前記製造ツー
ルの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少なくとも１つの前記設定を調
整する命令を送信するステップ、
　を含むステップを１つ以上のコンピューティングデバイス上で実行するための１つ以上
のプログラムを含む、非一時的コンピュータ可読記憶媒体。
【請求項１６】
　請求項１５に記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体であって、前記ステップがさら
に、
　前記製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは前記検査または計測ツールのうちの
１つの検査または計測ツールからテストビークルに対する測定データを受け取るステップ
と、
　精度の標準偏差を推定するための前記分散成分分析を、前記測定データに対して実行す
るステップと、
　精度に関するＴＭＵ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬＩおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩ
を算出するステップと、
　前記測定データ毎にＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩを比較するステップと、
　前記ＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩの比較に基づき、前記製造ツールの少なくとも１つあ
るいは前記検査または計測ツールの少なくとも１つの設定を調整する命令を送信するステ
ップと、
　を含む非一時的コンピュータ可読記憶媒体。
【請求項１７】
　請求項１５に記載の非一時的コンピュータ可読記憶媒体であって、前記ステップがさら
に、
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩによる前記製造ステップ毎の比較に基づき、前記製造ツー
ルの少なくとも１つあるいは前記検査または計測ツールの少なくとも１つについての前記
設定を調整するステップを含む、非一時的コンピュータ可読記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、製造に対するプロセス制御に関する。
【背景技術】
【０００２】
　最新技術の製品は最新のハイテク経済の基本的部分となっているため、それらの製品の
品質はますます重要になっている。ハイテク経済の需要を満たすため、製造業者は、品質
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管理および再現性に焦点を合わせ続けている。プロセス制御は、製造プロセスにおいて最
も一貫した製品特性を生み出すために使用される。品質管理は、複雑な製造またはその他
情報に敏感な製造が実行される生産ラインにおいて不可欠である。
【０００３】
　劣等な品質管理は、製造された製品に強烈な影響を及ぼしうる。不適切なまたは不十分
なプロセス制御は、使用者にとって価値の低いまたは使い物にならない製品をもたらしう
る。使い物にならない製品に対して製造コストを支払い、許容される製品に対する利益を
得る機会を喪失し、または仕様に合わない製品の低い販売価格によって収益を失う可能性
があるため、製造業者は、劣等なプロセス制御によって負の影響を受ける。したがって、
プロセス制御は、製造業者の事業が存続するのかそれとも失敗に終わるのかに影響を及ぼ
しうる。
【０００４】
　製造環境は、低い全測定不確かさ（ｔｏｔａｌ　ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｕｎｃｅｒ
ｔａｉｎｔｙ：ＴＭＵ）を有する測定システムを必要としている。測定不確かさは、測定
量に起因する値の分散（ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ）を特徴づける。ＴＭＵは、測定値を得る
ために使用されているツールの精度、および可能な一群の測定ツールのツール間マッチン
グ（ｔｏｏｌ－ｔｏ－ｔｏｏｌ　ｍａｔｃｈｉｎｇ）に依存しうる。
【０００５】
　複雑な製造環境では多くの変量が同時に変動する。本明細書では半導体環境に言及する
が、原理は任意の製造環境に対して一般的である。例えば、半導体製造環境では、プロセ
スレシピ（ｐｒｏｃｅｓｓ　ｒｅｃｉｐｅ）、測定ツールレシピ、全体プロセス正常性（
ｏｖｅｒａｌｌ　ｐｒｏｃｅｓｓ　ｈｅａｌｔｈ）、測定ツール正常性および他のパラメ
ータのような変量が全て変動する。製造設備の測定値変動をモニタリングして、時間の経
過に伴って変動が悪化していないことを保証する技法を提供することは、製造業者にとっ
て有益となりうる。シフト（ｓｈｉｆｔ）が検出された場合には、検出されたシフトに対
処するために迅速に対応することができる。
【０００６】
　半導体製造環境における過大な測定値変動の懸念に対処する方法はいくつか存在する。
しかしながら、最適な測定システムモニタリング法に関して、半導体製造業者とツール製
造業者の意向は通常、一致しない。半導体製造業者は、測定システムに対する製造要件を
満たすモニタリング方法を使用し、通常は、自然に生じる生産データ（ｐｒｏｄｕｃｔｉ
ｏｎ　ｄａｔａ）を使用して測定システムの正常性を測定することができる。例えば、全
ての生産製造データを使用することができる。一般に、基準ウェーハデータの代わりに生
産ウェーハデータが使用される。マッチング結果を連続的に測定することができる。半導
体製造業者の技法は、箱ひげ図（ｂｏｘ　ｐｌｏｔ）、生産からの単純な平均および標準
偏差、生産の統計的検定（例えば分散分析（ａｎａｌｙｓｉｓ　ｏｆ　ｖａｒｉａｎｃｅ
：ＡＮＯＶＡ）、ｔ検定）、またはある種の「ゴールデンウェーハ（ｇｏｌｄｅｎ　ｗａ
ｆｅｒ）」もしくは基準ウェーハの統計的検定（例えばＡＮＯＶＡ、ｔ検定）を含むこと
ができる。対照的に、（半導体製造業者が使用している機器を販売しおよび／またはそれ
に対するサービスを提供する）ツール製造業者は、測定をプロセス変動から分離するため
にクリーンな実験に焦点を合わせる傾向がある。それらの実験は、生産量が増大しても警
報百分率を増大させない可能性がある。マッチングに関係した警報のパーセントは、精度
が向上しても増大しない可能性があり、その逆もまた真である。ツール製造業者の技法は
、仕様に対する基準ウェーハのマッチング研究およびデイリーモニタ（ｄａｉｌｙ　ｍｏ
ｎｉｔｏｒ）を含むことができる。したがって、半導体製造業者のモニタリング法とツー
ル製造業者のモニタリング法は整合しない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第６７３８６８２号



(6) JP 6941169 B2 2021.9.29

10

20

30

40

50

【特許文献２】米国特許出願公開第２００３／００７９１２１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、改良されたプロセス制御技法が求められている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　第１の実施形態ではシステムが提供される。このシステムは、インタフェースと、この
インタフェースと電子通信するプロセス制御ユニットとを備える。インタフェースは、複
数の製造ツールおよび複数の検査または計測ツールと電子通信する。プロセス制御ユニッ
トは、複数の製造ツールおよび複数の検査または計測ツールから生産データを受け取り、
生産データに対して分散成分分析（ｖａｒｉａｎｃｅ　ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ　ａｎａｌ
ｙｓｉｓ）を実行し、生産データに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出し、製造ステ
ップをＴＭＵにより比較するように構成されている。生産データは、製造ツールを使用し
て製造された１つ以上のデバイスの測定値を含む。分散成分分析は、ツール間標準偏差お
よび全標準偏差を推定するように構成されている。プロセス制御ユニットは、ＴＭＵによ
る製造ステップのリストを記憶するように構成された電子データ記憶ユニットを備える。
デバイスは半導体ウェーハとすることができる。プロセス制御ユニットは、処理装置と、
この処理装置および電子データ記憶ユニットと電子通信する通信ポートとを含むことがで
きる。インタフェースはセキュアードサーバ（ｓｅｃｕｒｅｄ　ｓｅｒｖｅｒ）とするこ
とができる。
【００１０】
　プロセス制御ユニットをさらに、生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（ｃｏｎｔｒ
ｏｌ　ｌｉｍｉｔ　ｉｍｐａｃｔ：ＣＬＩ）を算出し、製造ステップをＴＭＵ　ＣＬＩに
より比較するように構成することができる。
【００１１】
　プロセス制御ユニットをさらに、製造ステップの比較に基づいて、製造ツールのうちの
少なくとも１つの製造ツールあるいは検査または計測ツールのうちの少なくとも１つの検
査または計測ツールを調整するように構成することができる。
【００１２】
　プロセス制御ユニットをさらに、製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは検査ま
たは計測ツールのうちの１つの検査または計測ツールからテストビークル（ｔｅｓｔ　ｖ
ｅｈｉｃｌｅ）に対する測定データを受け取り、測定データに対して分散成分分析を実行
し、精度に関するＴＭＵ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬＩおよび全ＴＭＵ　ＣＬ
Ｉを算出し、測定データに対する結果をＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩにより比較するよう
に構成することができる。この分散成分分析は、精度の標準偏差を推定することができる
。プロセス制御ユニットをさらに、測定データに対する結果の比較に基づいて、製造ツー
ルまたは検査ツールを調整するように構成することができる。
【００１３】
　プロセス制御ユニットをさらに、連続的に分散成分分析を実行し、ＴＭＵを算出し、製
造ステップを比較するように構成することができる。
【００１４】
　第２の実施形態では方法が提供される。この方法は、複数の製造ツールおよび複数の検
査または計測ツールから生産データを、処理装置において受け取ること、処理装置を使用
して、生産データに対して分散成分分析を実行すること、処理装置を使用して、生産デー
タに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出すること、ならびに処理装置を使用して、製
造ステップをＴＭＵにより比較することを含む。生産データは、製造ツールを使用して製
造された１つ以上のデバイスの測定値を含む。分散成分分析は、ツール間標準偏差および
全標準偏差を推定する。デバイスは半導体ウェーハとすることができる。
【００１５】
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　この方法は、処理装置を使用して、生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（ＣＬＩ）
を算出すること、および処理装置を使用して、製造ステップをＴＭＵ　ＣＬＩにより比較
することをさらに含むことができる。
【００１６】
　この方法は、製造ステップの比較に基づいて、製造ツールのうちの少なくとも１つの製
造ツールあるいは検査または計測ツールのうちの少なくとも１つの検査または計測ツール
を調整することをさらに含むことができる。
【００１７】
　この方法は、製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは検査または計測ツールのう
ちの１つの検査または計測ツールからテストビークルに対する測定データを、処理装置に
おいて受け取ること、処理装置を使用して、測定データに対して分散成分分析を実行する
こと、処理装置を使用して、精度に関するＴＭＵ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬ
Ｉおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩを算出すること、ならびに処理装置を使用して、測定データに
対する結果をＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩにより比較することをさらに含むことができる
。この分散成分分析は精度の標準偏差を推定する。この方法は、測定データに対する結果
の比較に基づいて、製造ツールまたは検査ツールを調整することをさらに含むことができ
る。
【００１８】
　分散成分分析、ＴＭＵの算出および製造ステップの比較を連続的に実行することができ
る。
【００１９】
　第３の実施形態では、非一時的コンピュータ可読記憶媒体が提供される。この非一時的
コンピュータ可読記憶媒体は、以下のステップを１つ以上のコンピューティングデバイス
上で実行するための１つ以上のプログラムを含む。これらのステップは、複数の製造ツー
ルおよび複数の検査または計測ツールからの生産データに対して分散成分分析を実行する
ステップ、生産データに対する全測定不確かさ（ＴＭＵ）を算出するステップ、ならびに
製造ステップをＴＭＵにより比較するステップを含む。生産データは、製造ツールを使用
して製造された１つ以上のデバイスの測定値を含む。分散成分分析は、ツール間標準偏差
および全標準偏差を推定する。
【００２０】
　これらのステップは、生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（ＣＬＩ）を算出するス
テップ、および製造ステップをＴＭＵ　ＣＬＩにより比較するステップをさらに含むこと
ができる。
【００２１】
　これらのステップは、製造ツールのうちの１つの製造ツールあるいは検査または計測ツ
ールのうちの１つの検査または計測ツールからテストビークルに対する測定データを受け
取るステップ、測定データに対して分散成分分析を実行するステップ、精度に関するＴＭ
Ｕ、全ＴＭＵ、精度に関するＴＭＵ　ＣＬＩおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩを算出するステップ
、ならびに測定データに対する結果をＴＭＵまたはＴＭＵ　ＣＬＩにより比較するステッ
プをさらに含むことができる。この分散成分分析は、精度の標準偏差を推定することがで
きる。
【００２２】
　これらのステップは、結果の比較に基づいて、製造ツールあるいは検査または計測ツー
ルのうちの１つのツールを調整するステップをさらに含むことができる。
【００２３】
　本開示の性質および目的のより完全な理解のために、添付図面に関して書かれた以下の
詳細な説明を参照すべきである。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本開示に基づくプロセスの一実施形態の流れ図である。
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【図２】本開示に基づくシステムインテグレーションの一実施形態のブロック図である。
【図３】半導体製造におけるプロセス制御の一例を示す図である。
【図４】測定ステップによる優先順位の例示的なパレート図（Ｐａｒｅｔｏ）である。
【図５】ＴＭＵ管理限界影響を示す例示的な図である。
【図６】本開示に基づく一実施形態を使用した例を示す図である。
【図７】本開示に基づく一実施形態を使用した例を示す図である。
【図８】本開示に基づく一実施形態を使用した例を示す図である。
【図９】本開示に基づく一実施形態を使用した例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　特許請求する主題をある種の実施形態に関して説明するが、本明細書に記載された利益
および特徴の全ては提供しない実施形態を含む他の実施形態も本開示の範囲に含まれる。
本開示の範囲から逸脱することなく、さまざまな構造的変更、論理的変更、処理ステップ
の変更および電子的変更を実施することができる。したがって、本開示の範囲は、添付の
特許請求の範囲に対する参照のみによって定義される。
【００２６】
　本発明の方法のそれぞれのステップは、本明細書にさらに記載されたとおりに実行する
ことができる。それらの方法はさらに、本明細書に記載されたプロセス制御ユニットおよ
び／またはコンピュータサブシステムもしくはシステムによって実行することができる他
のステップを含むことができる。それらのステップは、１つ以上のコンピュータシステム
によって実行される。この１つ以上のコンピュータシステムは、本明細書に記載された任
意の実施形態に従って構成することができる。加えて、上述の方法は、本明細書に記載さ
れた任意のシステム実施形態によって実行することができる。
【００２７】
　本明細書に開示された実施形態は、半導体製造に関して開示されている。しかしながら
、本明細書に開示された技法を、電子製品、自動車、化学製品、医薬品、航空機または生
医学デバイスに対する製造設定を含む他の製造設定に適用することもできる。
【００２８】
　図３に一例が示されている。図３の例は半導体製造に関するが、この例は、複雑および
／または苛酷な他の製造環境にも適用可能でありうる。図３において、半導体製造業者は
、ほぼ完璧な標準（ｓｔａｎｄａｒｄｓ）を有する測定ツールを望んでいる。入手可能な
最良のツール（第１の測定ツール）が設置される。後に第２の測定ツールが設置される。
半導体製造業者は、測定平均値（すなわちツール間マッチング）が同様であること、およ
び測定誘導性のツール内変動（すなわち精度）が小さいことなどに関して、第１のツール
と第２のツールとが同様に機能することを望んでいる。しかしながら、第２の測定ツール
は、製造ツール生産プロセスに対する＋／－３シグマ管理限界幅のわずかな増大（多数の
ツール、パネル「Ａ」）を引き起こす平均値のシフト、または管理限界幅のより大きな増
大（多数のツール、パネル「Ｂ」）を引き起こす平均値のより大きなシフトを有すること
がある。管理幅の増大は、真のプロセスシフトを検出する感度を低減させる。ツールと処
理ステップの可能な数百の組合せをモニタリングする場合には、これらの測定システム影
響を定量化し、優先順位を付けることが難しいことがありうる。
【００２９】
　半導体製造業者は一般に、全ての測定ステップにわたって全ての測定システムが正常で
あることを望む。ゴールデンおよびシルバー試験ウェーハの使用は、ツール内およびツー
ル間の測定値変動をモニタリングする一般的な手法だが、この手法は資源と時間の両方を
消費する。その代わりに、半導体製造業者は一般に、連続的な生産測定値および試験ウェ
ーハよりも速い結果を求めている。
【００３０】
　しかしながら、生産測定値の使用は問題を引き起こしやすい。製造業者は、生産管理図
（ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｃｏｎｔｒｏｌ　ｃｈａｒｔ）上に示されたプロセス変動の全
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標準偏差のある割合、例えば０．１または０．３などの割合よりも大きなツール間変動を
プロセスの測定ステップが有する生産モニタを使用しようとすることがある。この技法は
、他の測定ステップよりも少数の生産ユニットを有する測定ステップに対して不釣合いに
警報を出すことがある。例えば、５つの測定ステップが全て、式１に示されているように
、その用途に使用される相互に交換可能な３つの測定ツール間で、同じレベルの真の測定
ツール間変動を有する。
【数１】

【００３１】
　式１の分母は、生産管理図上の全プロセスの標準偏差であり、分子は、無限のサンプル
サイズ（ｓａｍｐｌｅ　ｓｉｚｅ）に対する真のツール平均値（μ（ツールｉ））の真の
長期標準偏差（σ）である。５つの測定ステップがこのように同様であるが、サンプルサ
イズが異なっている場合、すなわち、一部の測定ステップがより小さなサンプルサイズを
有し、一部の測定ステップがより大きなサンプルサイズを有する場合、少数回のプロセス
ラン（ｐｒｏｃｅｓｓ　ｒｕｎ）を有する測定ステップは、ツールサンプル平均値「ｍ」
の見かけの最大測定サンプル偏差「ｓ」を有する測定ステップとして含意される傾向があ
る。概して、ツール平均値のサンプル分散ｓ２（ｍ（ツール１），ｍ（ツール２），ｍ（
ツール３））はそれ自体が、ツール平均値の真の変動に依存するだけでなく、ツール内サ
ンプルサイズＮ（ツール内）にも依存する確率変数である。見やすくするため、式中では
ツール内（ｗｉｔｈｉｎ－ｔｏｏｌ）が「ツール内（ｗｉｔｈｉｎ　ｔｏｏｌ）」として
示されている。ツール内サンプルサイズが一定の場合、サンプル分散ｓ２の期待値は次式
２のように表すことができる。
　　期待値［ｓ２（ｍ（ツール１），ｍ（ツール２），ｍ（ツール３））］＝σ（μ（ツ
ール１），μ（ツール２），μ（ツール３））＋σ（ツール内）２／Ｎ（ツール内）＝ツ
ール平均値の真の標準偏差＋ランダムサンプリング誤差　　式２
【００３２】
　サンプルサイズが大きいほど、ランダムサンプリング誤差は小さくなる。反対に、サン
プルサイズが小さいほど、平均値のランダム期待分散は大きくなる。これは、測定システ
ム自体によって引き起こされたものではなく、ランダムサンプリング変動の単なる副作用
である。本明細書に開示されたＴＭＵモニタは、小さなサンプルサイズまたは大きなプロ
セスサンプルサイズに対して悲観的ではない。
【００３３】
　生産測定値とともに時に使用される別の技法が、統計的ｐ値技法である。上記の例では
、分散分析などの統計的検定を用いて５つの測定ステップを分析して、３つの測定ツール
間の生産平均値が等しいという仮説を検定することができる。確率（または「ｐ値」）＜
αを、ランダム機会を超える系統的効果の証拠として使用することができる。αは通常０
．０５である。この技法は、ツール間に検出可能な差があるかどうかを判定することがで
きるが、どの測定ステップが最も大きな問題を有するのかの優先順位付けには役立たない
。他の因子が全て一定に維持されている場合には、最も大きなサンプルサイズを有するレ
シピ／測定ステップ組合せが最も小さなｐ値を有する。これらの組合せが、測定ツール変
動に関して他の測定ステップよりも劣っているわけではない（おそらくははるかに優れて
いる）場合であっても、潜在的問題として、それらのレシピ／測定ステップ組合せに対す
る注意が喚起される。本明細書に開示されたＴＭＵモニタは統計的ｐ値技法の欠点を回避
することができ、サンプルサイズが変動する測定ステップにわたって、測定システム影響
のロバストなランク付けを提供することができる。
【００３４】
　検定対象のシリコンウェーハまたは他の製品などの検定下の１つ以上のユニットを用い
て、アドホックな（ａｄ　ｈｏｃ）測定値再現性研究を実行することができる。分散のラ
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ンダム効果分析を実施して、ツール間およびツール内変動のロバストな推定値を生成する
ことができる。ツール間およびツール内変動性の不偏推定値（ｕｎｂｉａｓｅｄ　ｅｓｔ
ｉｍａｔｅ）を推定することができる。しかしながら、アドホックな実験では、材料の範
囲が限定されることがありうる。自然生産環境において材料は変化するため、その材料に
対する測定ツールの感度も変化する可能性がある。検定に使用された製品はもはや適用可
能ではなく、および／またはツール状態は変化しているため、ツール間測定値変動は、検
出されることなくさらに悪化しうる。アドホックな実験は一般に、時間の経過に伴う、製
品およびツールに対する微細な変化を反映することができない。生産データが使用される
ため、本明細書に開示されたＴＭＵモニタは、アドホックな検定の欠点を回避することが
できる。
【００３５】
　本明細書に開示されたＴＭＵモニタは、半導体製造環境または他の製造環境内で使用す
ることができるロバストなインジケータである。ツール測定値変動を定量化するため、お
よびツールの問題を見つけるのに役立てるために、生産データが使用される。さらに、パ
レート図を用いて測定値の相対的な影響をレシピ間で分析することができる。
【００３６】
　以後、全測定不確かさを％ＴＭＵまたは単にＴＭＵと称する。絶対ＴＭＵおよび％ＴＭ
Ｕは次のように定義することができる。
【数２】

【数３】

【００３７】
　上式３および４においてσは標準偏差である。σは、分散成分分析技法を使用して生成
することができる。
【００３８】
　％ＴＭＵは正規化された目盛りを使用するため、製造業者は、絶対ＴＭＵよりも％ＴＭ
Ｕの方を好むことがある。生産管理図の標準偏差を使用して測定値変動の全標準偏差σ（
全プロセス）を推定するために、生産データを使用することができる。生産のために生産
されたユニット上で測定された測定値は「生産データ」と呼ばれ、生産データを使用して
、プロセスの全変動を推定する。これらの生産データは、物理測定値（例えば厚さ、平面
度）、品質測定値（例えば粒子または欠陥が存在するかどうか）、または生産中に測定さ
れた他の測定値とすることができる。生産データの全標準偏差σ（全プロセス）は、真の
プロセス変動と測定システム変動の両方を含みうる。σ（全プロセス）は、生産管理図に
おいて可視の変動として表される。生産データはさらに、測定ツール平均値間の真の変動
の標準偏差σ（ツール間）を推定するために使用される。見やすくするため、式中ではツ
ール間（ｔｏｏｌ－ｔｏ－ｔｏｏｌ）が「ツール間（ｔｏｏｌ　ｔｏ　ｔｏｏｌ）」とし
て示されている。ツール平均値間の観察される単純な標準偏差の代わりに、ランダム効果
分散成分分析を使用して、期待ランダムサンプリング誤差を調整する真の標準偏差（ツー
ル間）の不偏推定値を提供することができる。このように、開示された技法は、大小のサ
ンプルサイズバイアスに対してロバストである。
【００３９】
　さらに、基準モニタなどのテストビークルを使用して、単一の生産ユニット上の単一の
測定ツールの時間の経過に伴う測定値の標準偏差を推定することができる。この標準偏差
はσ（精度）と呼ばれる。半導体製造では、基準モニタを基準ウェーハとすることができ
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る。他の産業では、基準モニタを、モニタリングに使用される別のデバイスとすることが
できる。試験ウェーハをランするのに比較的に大きな費用がかかることがあり、σ（精度
）は、より影響が少ない変動源であることがあるため、σ（精度）の推定を、測定ステッ
プの小さなサンプルに低減させることができ、σ（ツール間）の推定を、全ての生産ステ
ップに対して実行することができる。一例が図６～９に示されている。
【００４０】
　式３の絶対ＴＭＵの公式は、原単位（例えばÅ、μｍ、欠陥数、ｍｍなど）の全測定値
変動を表し、または式４の％ＴＭＵなど、無単位（ｕｎｉｔｌｅｓｓ）（例えば単位にわ
たり正規化された百分率）となりうる。この無単位尺度は、それぞれが異なるプロセス平
均値および標準偏差を有する多くの層にわたる比較を可能にするという利点を有し、これ
を使用して、どの測定ステップが最も大きな％ＴＭＵを有するのかを判定することができ
る。
【００４１】
　上記の式においてσは標準偏差である。σは、ロバストな分散成分分析技法を使用して
生成することができる。％ＴＭＵは、測定値変動のツール間部分だけを使用して計算する
ことができ（％ＴＭＵ（ツール間））、測定値変動のツール内源だけを用いて計算するこ
とができ（％ＴＭＵ（精度））、またはその両方を用いて計算することができる（％ＴＭ
Ｕ（全））。σ（測定）は、上に示されたツール間測定値変動とツール内測定値変動の両
方を含む項であることに留意されたい。
【００４２】
　管理限界幅に対する測定不確かさの影響は、下式５に定義されたＴＭＵ管理限界影響メ
トリック（ｍｅｔｒｉｃ）（ＴＭＵ　ＣＬＩ）を用いて表すことができる。
【数４】

【００４３】
　ＴＭＵ　ＣＬＩは、ＴＭＵによる製造業者のＴＭＵプロセス限界の増大を表す。例えば
、σ（全プロセス）が１０単位と推定され、σ（測定）が３単位である場合、％ＴＭＵは
０．３、ＴＭＵ　ＣＬＩは０．０４６すなわち４．６％である。全測定不確かさに起因す
るプロセス管理限界幅の４．６％の増大が存在する可能性がある。これは図５にも示され
ている。
【００４４】
　ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩは、プロセス制御に対するツールの影響を記述するのに役
立ちうる。これらはともに、製造ステップにわたる測定システム相対変動の同様のランク
付けを提供することができるため、どちらも使用することができる。したがって、ＴＭＵ
およびＴＭＵ　ＣＬＩの使用は、リアルタイムモニタを希望する製造業者と、サンプルサ
イズ変動による警報を過度に出さない方法を希望するツール製造業者の両者の懸念に対処
することができる。％ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩは、製造ステップにわたって相対的な
影響を測定するという追加の利益を提供する。製造測定値は例えば、抵抗率、平面度、厚
さ、汚染、均一性、深度プロファイル、エッチング選択性、微小寸法または他の測定値を
含むことができる。製造測定値は一般に、製造プロセスにおいて測定された測定値である
。
【００４５】
　図６～９は一例を示す。図６および８には、生産時に、層ごと堆積プロセスにおいて膜
の厚さに関して測定された４つの仮説測定ステップが示されている。「真の」測定寄与お
よびそれぞれに対するそれらの相対サイズが示されている。生産の全ての処理ステップに
おいて全てのユニットが測定されるわけではないため、これらの４つの測定ステップにお
けるサンプルサイズは等しくないことがある。より小さなサンプルサイズを有するステッ
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プは、より幅の広いランダムプロセス変動を有しうる。このランダムプロセス変動によっ
て、測定ツールは、概して、実際の測定ツールとは異なって見えることがありうる。補正
が適用されない場合、測定ツール平均値の観察された単純な標準偏差に基づくＴＭＵは、
ツール間の真の測定不確かさを過大評価しうる。この例から、分散成分に基づく％ＴＭＵ
は、概して、現実にマッチしうる公平な評価を提供する。しかしながら、単純な標準偏差
が％ＴＭＵ公式に代入された場合には、単純な標準偏差が、前述のランダムサンプリング
誤差の影響を受けるため、単純な標準偏差は概してバイアスされ、可変サンプルサイズの
測定ステップにわたって不正確なランク付けを返す。したがって、ランダムサンプリング
変動に対する補正のない観察された標準偏差の使用は、測定ステップを用いた測定ステッ
プにわたる不正確な結論につながる可能性がある。
【００４６】
　テストビークルの使用は比較的に大きな費用がかかり、ツール間変動はしばしば、精度
変動よりも大きな撹乱ノイズ（ｎｕｉｓａｎｃｅ　ｎｏｉｓｅ）源であるため、テストビ
ークルの使用は選択的に使用することができる。例えば、製造業者は、測定ツールタイプ
ごとに１つ以上の測定ステップを選択して、定期的に精度を評価することができる。ツー
ル間変動と精度変動の両方を測定する測定ステップに関しては、それらの全影響を評価す
ることができる。
【００４７】
　一実施形態では、ある期間の間、既存の生産データを分析する。この期間は、毎月、毎
週または他の期間とすることができる。変動源は、ロバストな分散成分分析を使用して分
割される。分散成分は通常、実験データに適用される。ロットにわたってモニタリングす
る場合、異常値のロバストネス、および関連する場合には小体積に対処することができる
。
【００４８】
　製造ステップごとに、その測定ツールタイプを使用してＴＭＵ（例えば％ＴＭＵ）およ
び／またはＴＭＵ　ＣＬＩを算出することができる。
【００４９】
　改良を後押しすることができるランク付けを実行することができる。高いＴＭＵを有す
る製造ステップを調査のためにランク付けすることができる。例えばＴＭＵの向上を後押
しすることができる。
【００５０】
　図１は、プロセス１００の一実施形態の流れ図である。生産データを受け取る１０１。
この生産データは、複数の製造ツールおよび／または複数の検査もしくは計測ツールから
のものとすることができる。生産データは、製造ツールを使用して製造され、１つの検査
または計測ツールで調査された半導体ウェーハなどのデバイスに関するものとすることが
できる。例えば、製造プロセスの１０のステップにおいて一組の同等の膜厚測定のツール
を使用して膜厚を測定する場合には、ステップごとに、全生産膜厚標準偏差を、ツール間
測定値変動とツール内測定値変動とに分割することができる。この分析を実施するため、
生産データに対して分散成分分析を実行する（１０２）。この分散成分分析は、ツール間
標準偏差、全プロセス標準偏差または他の標準偏差を推定する。生産データに対するＴＭ
Ｕを算出する（１０３）。製造ステップをＴＭＵにより比較する（１０４）。例えば、Ｔ
ＭＵによって、例えばＴＭＵによるリスティングまたはランク付けによって、製造ステッ
プを比較することができる。
【００５１】
　方法１００はさらに、処理装置を使用して、生産データに対するＴＭＵ管理限界影響（
ＣＬＩ）を算出し、製造ステップをＴＭＵ　ＣＬＩによりランク付けすることを含むこと
ができる。ランク付けは、製造に対する影響により補正処置に優先順位を付けるためのメ
トリックとして使用することができる。例えば、１０個の製造ステップが膜厚測定値を有
し、それらの１０のステップに関して、％ＴＭＵ（またはＴＭＵ　ＣＬＩ）を使用して膜
厚測定値の影響に優先順位が付けられた場合、最も大きな％ＴＭＵを有する測定ステップ
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を、可能な改良に関して調べることができる。それらの改良のうちのどの改良が、全体プ
ロセス制御に対する最大の利益を製造業者に提供するのかによって、それらの改良をラン
ク付けすることができる。製造業者は、それよりも下であれば％ＴＭＵが望ましいレベル
にあり、それよりも上であれば製造業者が反応することを望むターゲットを欲することが
ある。このようなターゲットは産業によってまたは用途によって異なる。このようにする
と、特別な基準ウェーハのようなテストビークルを必要とすることなしに、および小さな
または大きなサンプルサイズに関してペナルティを受ける必要なしに、生産測定値を使用
して、測定ツール間相対影響を決定することができる。
【数５】

【数６】

【数７】

【００５２】
　別の例では、特定のツールの精度変動または測定ツール内変動を分析することができる
。生産測定値は、時間の経過に伴うプロセス変動と時間の経過に伴う測定ツール精度変動
とを混同するため、この分析では、生産測定値を使用しないことができる。方法１００は
、テストビークルに対する測定データを測定ツールから、例えば検査または計測ステップ
から受け取ることを含むことができる。これは、測定システムの正常性の定期的なモニタ
として実行することができる。基準ウェーハなどのテストビークルを使用して、測定デー
タを取得することができる。分散成分分析を実行して、標準偏差または精度を推定するこ
とができる。％ＴＭＵ（精度）、ＴＭＵ　ＣＬＩ（精度）、全体％ＴＭＵおよび全体ＴＭ
Ｕ　ＣＬＩを算出することができる。結果を使用して、測定ステップをＴＭＵまたはＴＭ
Ｕ　ＣＬＩによりランク付けすることができる。例えば、図４は、さまざまな測定ステッ
プに対する優先順位付けされた改良の例示的なパレート図を示す。より高いＴＭＵを有す
る測定ステップを調整することにより、製造方法の全体プロセス制御に対する最大の改良
を提供することができる。別の例では、図５が、ＴＭＵ　ＣＬＩによる例示的なランク付
けを示している。より高いＴＭＵ　ＣＬＩを有する測定ステップまたはツールを調整する
ことにより、製造方法の全体プロセス制御に対する最大の改良を提供することができる。
【００５３】
　生産データまたは測定データを用いたＴＭＵによる製造ステップの比較（例えばリステ
ィングまたはランク付け）に基づいて、１つ以上の製造ツールおよび／または１つ以上の
検査もしくは計測ツールを調整することができる。
【００５４】
　方法１００のステップは、例えば図２の処理装置２０５などの処理装置を使用して実行
することができる。分散成分分析、ＴＭＵの算出、および製造ステップに関するＴＭＵの
比較を連続的に実行することができる。
【００５５】
　特定の例では、膜厚に対するツール間プロセス制御が実行される。膜厚に関係した全て
の測定ステップの生産データが分析される。ロバストな分散成分分析を使用して、標準偏
差からツール間標準偏差を分離することができる。この分析は、どの測定ステップが最も
問題であるのか、またはどの測定ステップの欠陥が最も多いのかを示すことができる。製
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造業者は、ＴＭＵ（ツール間）および％ＴＭＵ（ツール間）のツール間マッチング成分を
測定するために測定ステップをモニタリングし、ランク付けすることだけに興味を示すこ
とがある。ツール間マッチング成分は、生産データに基づいて分析することができ、測定
システム内の測定値変動の最大の撹乱源となりうる。製造業者はさらに、ツール間マッチ
ング成分を精度成分と組み合わせてＴＭＵを得ることを欲することがある。２、３のステ
ップに対する精度が所望の場合には、生産方法および設定を使用して単一の生産ウェーハ
を保持し、繰り返し測定することができる。このデータを使用して、精度成分のＴＭＵを
定期的にモニタリングすることができる。このようにして、精度成分とツール間成分とを
組み合わせて全体ＴＭＵとすることができる。
【００５６】
　ウェーハデータ収集を使用して、選択されたステップにおける精度をモニタリングする
ことができる。例えば、デイリーテストビークルを使用することができる。ロバストな分
散成分分析を実行することができる。精度の標準偏差を推定することができる。精度のＴ
ＭＵ、全ＴＭＵ、精度のＴＭＵ　ＣＬＩおよび全ＴＭＵ　ＣＬＩを算出することができる
。この種のデータ収集は、テストビークルおよび追加の時間を必要とするため、この種の
データ収集は、少数の測定ステップに対して使用するものとし、全体ランク付けスキーム
の部分としないことができる。
【００５７】
　図２は、システムインテグレーションの一実施形態のブロック図である。システム２０
０は、複数の製造ツール２０１および複数の検査または計測ツール２０２と電子通信する
インタフェース２０３を含む。インタフェース２０３は例えばセキュアードサーバとする
ことができる。インタフェース２０３は、プロセス制御ユニット２０４をと電子通信する
。プロセス制御ユニット２０４は、処理装置２０５と、処理装置２０５と電子通信する通
信ポート２０６と、処理装置２０５と電子通信する電子データ記憶ユニット２０７とを有
することができる。
【００５８】
　製造ツール２０１の例は、堆積ツール、イオン注入ツール、エッチングツール、リソグ
ラフィツールまたは化学機械研磨ツールを含む。検査または計測ツール２０２の例は、走
査電子顕微鏡、欠陥検出ツール、欠陥調査ツール、膜厚測定ツール、表面プロファイル測
定ツール、抵抗率測定ツール、オーバレイ計測または微小寸法測定ツールを含む。他のタ
イプの製造ツールおよび検査または計測ツールも可能である。例えば、製造されたデバイ
スが生医学デバイスまたは電子装置である場合には、異なる製造ツールおよび検査または
計測ツールを使用することができる。
【００５９】
　プロセス制御ユニット２０４は、複数の製造ツール２０１および複数の検査または計測
ツール２０２から生産データを、例えばインタフェース２０３を介して受け取るように構
成されている。生産データは、製造ツール２０１を使用して製造されたデバイスに関する
ものとすることができる。このデバイスは例えば半導体ウェーハとすることができる。プ
ロセス制御ユニット２０４はさらに、図１の方法１００のステップを実行するように構成
することができる。電子データ記憶ユニット２０７は、ＴＭＵによる製造ステップのラン
ク付けまたは他の分析を記憶するように構成することができる。
【００６０】
　プロセス制御ユニット２０４は、製造ツール２０１のうちの少なくとも１つの製造ツー
ル２０１あるいは検査または計測ツール２０２のうちの少なくとも１つの検査または計測
ツール２０２を、製造ステップの比較に基づいて調整するように構成することができる。
例えば、ツール上の設定を変更することができ、材料入力を変更することができ、レシピ
を変更することができ、またはプロセスのドリフトに対処することができる。
【００６１】
　ハードウェア、ソフトウェアおよびファームウェアの任意の組合せによって実際にプロ
セス制御ユニット２０４を実施することができることを理解すべきである。さらに、本明
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細書に記載された機能を１つのユニットによって実行すること、または本明細書に記載さ
れた機能を異なる構成要素間で分割し、それぞれの構成要素を、ハードウェア、ソフトウ
ェアおよびファームウェアの任意の組合せによって実施することもできる。本明細書に記
載されたさまざまな方法および機能をプロセス制御ユニット２０４が実施するためのプロ
グラムコードまたは命令を、電子データ記憶ユニット２０７内、プロセス制御ユニット２
０４内、プロセス制御ユニット２０４外またはこれらの組合せのメモリなどのコントロー
ラ可読記憶媒体に記憶することができる。
【００６２】
　製造ツール２０１および／あるいは検査または計測ツール２０２によって生成された出
力をプロセス制御ユニット２０４が受け取ることができるような態様で、プロセス制御ユ
ニット２０４を、適当な手法で（例えば「有線」および／または「無線」伝送媒体を含む
１つ以上の伝送媒体を介して）システム２００の構成要素に結合することができる。この
出力を使用していくつかの機能を実行するように、プロセス制御ユニット２０４を構成す
ることができる。例えば、この出力を使用して分析の結果を送信または表示するように、
プロセス制御ユニット２０４を構成することができる。別の例では、この出力を、分析す
ることなしに、電子データ記憶ユニット２０７または別の記憶媒体に送信するように、プ
ロセス制御ユニット２０４を構成することができる。プロセス制御ユニット２０４はさら
に、本明細書に記載されたとおりに構成することができる。
【００６３】
　本明細書に記載されたプロセス制御ユニット２０４、他のシステムまたは他のサブシス
テムは、パーソナルコンピュータシステム、イメージコンピュータ、メインフレームコン
ピュータシステム、ワークステーション、ネットワーク機器、インターネット機器または
他のデバイスを含むさまざまな形態をとることができる。プロセス制御ユニット２０４は
一般に、メモリ媒体からの命令を実行する１つ以上の処理装置を有することができる。サ
ブシステムまたはシステムはさらに、並列処理装置など、当技術分野で知られている適当
な処理装置を含むことができる。加えて、サブシステムまたはシステムは、高速処理のプ
ラットホームおよびソフトウェアを、独立型のツールまたはネットワーク化されたツール
として含むことができる。
【００６４】
　システムが２つ以上のサブシステムを含む場合には、それらの異なるサブシステム間で
画像、データ、情報、命令などを送信することができるような態様で、それらのサブシス
テムを互いに結合することができる。例えば、当技術分野で知られている適当な有線およ
び／または無線伝送媒体を含む適当な伝送媒体によって、１つのサブシステムを追加のサ
ブシステムに結合することができる。このような２つ以上のサブシステムを、共用コンピ
ュータ可読記憶媒体（図示せず）によって効果的に結合することもできる。
【００６５】
　追加の実施形態は、プログラム命令を記憶した非一時的コンピュータ可読媒体に関し、
このプログラム命令は、プロセス制御ユニット上または他のコントローラ上で、コンピュ
ータによって実施される本明細書に開示されたプロセス制御法を実行するように実行可能
である。具体的には、図２に示されているように、プロセス制御ユニット２０４上で実行
可能なプログラム命令を含む非一時的コンピュータ可読媒体を、電子データ記憶ユニット
２０７または他の記憶媒体が含むことができる。コンピュータによって実施されるこの方
法は、本明細書に記載された任意の方法の任意のステップを含むことができる。
【００６６】
　本明細書に記載された方法などの方法を実施するプログラム命令は、コンピュータ可読
媒体、例えば電子データ記憶ユニット２０７内のコンピュータ可読媒体または他の記憶媒
体上に記憶することができる。コンピュータ可読媒体は、磁気もしくは光ディスク、磁気
テープまたは当技術分野で知られている他の適当な非一時的コンピュータ可読媒体などの
記憶媒体とすることができる。
【００６７】
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　プログラム命令は、とりわけ、手順ベースの技法、構成要素ベースの技法および／また
はオブジェクト指向の技法を含むさまざまな手法のうちの任意の手法で実施することがで
きる。例えば、このプログラム命令は、ＡｃｔｉｖｅＸコントロール、Ｃ＋＋オブジェク
ト、ＪａｖａＢｅａｎｓ（登録商標）、Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｆｏｕｎｄａｔｉｏｎ　Ｃ
ｌａｓｓｅｓ（「ＭＦＣ」）、ＳＳＥ（Ｓｔｒｅａｍｉｎｇ　ＳＩＭＤ　Ｅｘｔｅｎｓｉ
ｏｎ）または他の技術もしくは方法を所望のとおりに使用して実施することができる。
【００６８】
　独立式のＴＭＵ実験または臨時の試験ウェーハモニタ測定を使用してアドホックで正常
性をモニタリングする代わりに、ＴＭＵを長期正常性モニタとして使用して、測定システ
ムの正常性を反映することができる。例えば、このプロセス制御ユニットは生産データを
連続的にモニタリングすることができる。
【００６９】
　測定システムハードウェアおよび／または測定レシピの改良の機会に優先順位を付ける
ための相対目盛りを有するように、統計的プロセス制御（ｓｔａｔｉｓｔｉｃａｌ　ｐｒ
ｏｃｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ：ＳＰＣ）図の全シグマによってＴＭＵを正規化することが
できる。いくつかの測定ステップに対するより高い％ＴＭＵ（例えば４０％）は、より低
い％ＴＭＵ（例えば１０％）よりも大きな相対測定ツール標準偏差を示しうる。
【００７０】
　ソフトウェアを使用して、例えばＴＭＵ測定内ステップのローリング傾向を示すレポー
ト、および測定ステップにわたるパレート図を生成することができる。このレポートは、
例えばツールセットおよび測定ステップによることができる。
【００７１】
　さらに、分析に基づいて１つ以上のツールにフィードバックを提供することができる。
高ＴＭＵ測定ステップに関して、使用者は、問題を解決するために、可能なハードウェア
またはソフトウェア相関物を見つけることができる。
【００７２】
　特定の製造ツールと特定の検査または計測ツールとを一緒に一貫して使用することがで
きる。マッチングにおけるバイアスを防ぐために、チャンバおよびツールの使用をランダ
ム化することができる。これは、専用ツールがＴＭＵの使用に影響を及ぼしうるためであ
る。極端に言うと、プロセスツール（Ａ、Ｂ、Ｃ）が測定ツール（Ａ、Ｂ、Ｃ）に対して
１対１の形で専用である場合、プロセスツール変動は測定ツール変動と完全に混同される
。ランダムスキームがサポートされているときには、製造ツール正常性から独立して測定
ツール正常性の尺度が存在する。そのため、専用システムに対するＴＭＵが、さまざまな
影響を分離することができなくてもよい。しかしながら、ある種の状況では、専用システ
ムに対するＴＭＵが製造業者によって依然として使用される。
【産業上の利用可能性】
【００７３】
　２、３の測定ステップだけではなく全ての測定ステップをモニタリングする標準化され
た技法を提供することによって、半導体製造業者または複雑な製品の他の製造業者に利益
が提供される。複雑な製品は多数の測定ステップを有しうる。１つの測定ステップにおけ
る欠陥は、別の測定ステップに容易に影響を与えることができる。全ての測定ステップを
モニタリングすることによって、製造プロセス全体の理解をより十分にすることが可能に
なりうる。
【００７４】
　本明細書に開示された技法は、生産製造データを使用してロバストな分散成分分析を計
算する。この生産製造データは実際の生産条件を反映するため、生産製造データは、設計
された実験よりも良好な結果を与える。この分析で使用される入力データは、任意の製造
ツールから提供することができる。この分析は、自動的におよび／またはリアルタイムで
実行することができる。
【００７５】
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　％ＴＭＵおよびＴＭＵ　ＣＬＩの使用は、実際のプロセス変動に対する影響に焦点を合
わせることができる。したがって、低いＴＭＵを有する測定ステップに対する作業はおそ
らく管理図に対する顕著な影響につながらない。このことは、プロセス制御の問題に対処
する際に製造業者をより効率的にするのに役立ちうる。
【００７６】
　ＴＭＵの使用はさらに、生産におけるより積極的なレシピをサポートする潜在的技法を
提供する。実際のマッチング問題を有する低捕捉率レシピを特定することができる。この
ことは、実際の生産データに対する協力を可能にすることができる。これはさらに、生産
結果を検査するための完全なフィードバックループを用いて改良を後押しすることができ
る。
【００７７】
　１つ以上の特定の実施形態に関して本開示を説明したが、本開示の範囲から逸脱するこ
となく本開示の他の実施形態を実施することができることが理解される。したがって、本
開示は、添付の特許請求の範囲およびその合理的な解釈のみによって限定されるとみなさ
れる。

【図１】 【図２】



(18) JP 6941169 B2 2021.9.29

【図３】 【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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